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第１ 情報公開制度 

 

１ 公文書の開示の状況  

(1)  開示請求の状況 

平成３０年度の公文書の開示請求件数は１，７７０件となっています（図１）。 

これを開示請求者別に見ると、県内の法人その他の団体が９７３件、県内に住所を有

する個人が４９９件等となっています（図２）。 

また、実施機関別に見ると、知事１，４９２件、警察本部長１０９件、教育委員会６

４件、公社５５件等となっています（表１）。 

なお、知事では、最も開示請求の件数の多かったのは県土整備部の４５３件、次いで

保健医療介護部の２５４件、農林水産部の２２０件の順となっており、この３部で知

事全体の約６２．１パーセントを占めています（図３）。 

 

図１ 開示請求件数（平成２６～３０年度） 

 

 

図２ 開示請求者別内訳 
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表１ 実施機関別開示請求状況 
 

実  施  機  関 請求件数 開示請求の主な内容 

知 
 
 

 
 
 

 

事 

総務部、秘書室 １０４ ・工事等に係る金入り設計書 

・医療法人の財務諸表等 

・工事成績評定通知書 

・産業廃棄物処理業者に関する文書 

・一般競争入札に係る総合評価調書 

・公益法人の財務諸表等 

・学校法人の財務諸表等 

・道路の区域変更、供用開始等に係る図面等 

 

 

企画・地域振興部 ２２ 

人づくり・県民生活部部 ９２ 

保健医療介護部 ２５４ 

福 祉 労 働 部 ６１ 

環 境 部 １１０ 

商 工 部 ４８ 

農 林 水 産 部 ２２０ 

県 土 整 備 部 ４５３ 

建 築 都 市 部 １２６ 

会 計 管 理 局 ２ 

小    計 １，４９２ 

議 会 １４ ・政務活動費の収支報告書 

公営企業の管理者 ９ ・工事等に係る金入り設計書 

教 育 委 員 会 ６４ ・公益法人の財務諸表等 

選 挙 管 理 委 員 会 １４ ・政治資金収支報告書 

人 事 委 員 会 ６ ・職員採用試験に関する文書 

監 査 委 員 １  

公 安 委 員 会 １  

警 察 本 部 長 １０９ 
・風俗営業の届出に関する文書 

・工事成績評定通知書 

労 働 委 員 会 ３ ・労働組合に関する文書 

収 用 委 員 会 １  

海区漁業調整委員会 １  

内水面漁場管理委員会   

地方独立行政法人   

公 社 ５５ ・工事等に係る金入り設計書 

合 計 １，７７０  
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図３ 実施機関別開示請求状況（構成比） 
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(2) 開示請求に対する決定の状況 

開示請求件数１，７７０件のうち、実施機関が開示決定を行った件数は、却下、取下

げの件数１５６件を除いた１，６１４件です（表２）。 

また、条例第１２条第２項の規定による開示決定等の期間延長を行ったものは３４件、

条例第１３条の規定による開示決定等の特例延長を行ったものは３件ありました（表

３）。 

 

表２ 実施機関別公文書開示決定状況 

実 施 機 関 請求件数 

決 定 の 状 況 

取下げ 処理中 
開示 部分開示 非開示 

 
却下 

不存在 

 

 

 

知 

 

 

 

 

 

 

 

事 

総 務 部 、 秘 書 室 １０４ ５９ ２８ ６ ４  １１  

企画・地域振興部 ２２ １０ １１    １  

人づくり・県民生活部 ９２ １５ ６３ ５   ９  

保 健 医 療 介 護 部 ２５４ １３５ ８６ ３ ３ １ ２９  

福 祉 労 働 部 ６１ １５ １９ １０ ３  １７  

環 境 部 １１０ ４０ ６０ ６ ５  ４  

商 工 部 ４８ １８ １８ １ １  １１  

農 林 水 産 部 ２２０ １３６ ６７ ８ ７  ９  

県 土 整 備 部 ４５３ ３６１ ６７ １４ １４  １１  

建 築 都 市 部 １２６ ６０ ４０ ６ ３ １ １９  

会 計 管 理 局 ２ １ １      

小 計 １，４９２ ８５０ ４６０ ５９ ４０ ２ １２１  

議 会 １４ ４ ６ ２ ２  ２  

公 営 企 業 の 管 理 者 ９ ６ １ ２ ２    

教 育 委 員 会 ６４ ２６ ２０ ６ １  １２  

選 挙 管 理 委 員 会 １４ ３ ７    ４  

人 事 委 員 会 ６  ４ １   １  

監 査 委 員 １  １      

公 安 委 員 会 １      １  

警 察 本 部 長 １０９ ４４ ４２ １４ １３ １ ８  

労 働 委 員 会 ３ １  ２ ２    

収 用 委 員 会 １  １      

海区漁業調整委員会 １ １       

内水面漁場管理委員会         

地 方 独 立 行 政 法 人         

公 社 ５５ ３５ １５ １ １  ４  

合 計 

(請求件数に対する比率 ) 

１，７７０ 

(100.0%) 

９７０ 

(54.8%) 

５５７ 

(31.5%) 

８７ 

(4.9%) 

６１ 

(3.4%) 

３ 

(0.2%) 

１５３ 

(8.6%) 

 

(0.0%) 
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表３ 開示決定等の期間延長・特例延長の状況 

 

 

(3) 非開示事由 

非開示と部分開示の決定状況について、旧条例第９条第１号から第８号までの主な適

用状況を見ると、個人情報（第１号）に該当するものが３件、事業情報（第２号）に該

当するものが３件、任意提供情報（第５号）に該当するものが１件となっています（表

４）。 

また、条例第７条第１項の第１号から第８号までの主な適用状況を見ると、個人情報

（第１号）に該当するものが３３３件、事業情報（第２号）に該当するものが３１６件、

行政運営情報（第４号）に該当するものが６４件等となっています（表５）。 

  表４ 非開示事由の事由別適用件数（平成１３年７月１日前に作成・取得した公文書） 

旧条例第９条第１項各号 
適  用  件  数 

部分開示 非開示 計 
第１号 個 人 情 報 ３  ３ 

第２号 事 業 情 報 ３  ３ 

第３号 審 議 ・ 検 討 等 情 報    

第４号 行 政 運 営 情 報    

第５号 任 意 提 供 情 報 １  １ 

第６号 捜 査 等 情 報    

第７号 法 令 秘 情 報    

第８号 議 員 個 人 ・ 会 派 情 報     

計 ７     ７   

  表５ 非開示事由の事由別適用件数（平成１３年７月１日以降に作成・取得した公文書） 

条例第７条第１項各号 
適  用  件  数 

部分開示 非開示 計 
第１号 個 人 情 報 ３２６ ７ ３３３ 

第２号 事 業 情 報 ３１３ ３ ３１６ 

第３号 審 議 ・ 検 討 等 情 報 ７ １ ８ 

第４号 行 政 運 営 情 報 ６０ ４ ６４ 

第５号 任 意 提 供 情 報 ４ １ ５ 

第６号 捜 査 等 情 報 １６  １６ 

第７号 法 令 秘 情 報 １  １ 

第８号 議 員 個 人 ・ 会 派 情 報 ４  ４ 

計 ７３１ １６ ７４７ 

  注１ 重複適用があるため、表２の件数と一致しません。 

  注２ 不存在は除いています。 

実施機関 
適用条項 

第１２条第２項 第１３条 

総務部、秘書室 ６  

人づくり・県民生活部 ２  

保健医療介護部 ５  

福 祉 労 働 部 １  

環 境 部 ３  

商 工 部 １  

農 林 水 産 部 ２  

県 土 整 備 部 ５  

議 会 １  

教 育 委 員 会 ２  

警 察 本 部 長 ６ ３ 

合 計 ３４ ３ 
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(4) 公文書開示請求に係る写しの交付枚数及び金額 

 写しの交付の内訳としては、白黒が１０３，６７６枚で１，０３６，７６０円、カラ

ーが２，８８７枚で８６，６１０円等となっています（表６）。 

 

  表６ 公文書開示請求に係る写しの交付枚数及び金額          （単位：枚、円） 

区      分 交 付 枚 数 金  額 

白黒（１０円） １０３，６７６ １，０３６，７６０ 

カラー（３０円） ２，８８７ ８６，６１０ 

録音カセットテープ（１２０円）   

ビデオカセットテープ（１７０円）   

ＣＤ－Ｒ（８０円） １９５ １５，６００ 

マイクロフィルム（１０円）   

その他   

合      計 １０６，７５８ １，１３８，９７０ 

注１ 括弧内の金額は、１枚当たりの金額 

 注２ 「その他」は、Ａ３版を超えるサイズの写し等 
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２ 審査請求の状況  

  公文書の開示請求に対する決定に不服がある請求者は、行政不服審査法（平成２６年法律

第６８号）の規定に基づき、審査請求を行うことができます。 

平成３０年度は、審査請求が１４件ありました（表７）。 

 

表７ 審査請求の処理状況 

答申番号 審査案件 諮問実施機関 審査請求年月日 諮問年月日  答申年月日
裁決又は

決定年月日
裁決又は
決定内容

第１９５号

警察法第７９条に基づく苦
情の申出の受理業務を警察
が法的根拠なく行うことが
できる根拠に係る文書の非
開示決定処分に対する審査
請求

公安委員会 30.4.4 30.8.9 1.9.24 ― ―

―
福岡県知事の不作為に対す
る審査請求

知事 30.4.24 ― ― 30.7.30 却下

第１９３号
審査請求関連文書に係る公
文書非開示決定処分に対す
る審査請求

知事 30.5.11 30.8.9 1.6.24 ― ―

―

産業廃棄物処分業に係る許
可の条件に関する文書の非
開示決定処分に対する審査
請求（平成３０年４月１１
日開示請求分）

知事 30.7.5 30.8.23 ― ― ―

―

産業廃棄物処分業に係る許
可の条件に関する文書の非
開示決定処分に対する審査
請求（平成３０年５月１６
日開示請求分）

知事 30.7.31 30.9.28 ― ― ―

―
福岡県知事の不作為に対す
る審査請求

知事 30.8.14 ― ― 30.10.18 却下

第１９４号
公益通報関連文書に係る公
文書部分開示決定処分に対
する審査請求

知事 30.8.16 30.12.20 1.6.24 ― ―

―

特定事業費補助金に係る住
民監査請求に関する文書の
非開示決定処分及び部分開
示決定処分に対する審査請
求

監査委員 30.9.4 30.11.6 ― ― ―

―
県道の歩道設置の根拠に関
する文書の非開示決定処分
に対する審査請求

知事 30.9.6 30.10.4 ― ― ―

―

援助の要求に対する警察職
員の派遣に関する文書の非
開示決定処分及び部分開示
決定処分に対する審査請求

公安委員会 30.11.23 31.3.22 ― ― ―

―

砂防施設でイノシシが脱出
不能となったことに関する
文書の部分開示決定処分に
対する審査請求

知事 30.11.30 31.1.23 ― ― ―

―

援助の要求に対する警察職
員の派遣に係る公安委員会
の記録に関する文書の開示
決定処分に対する審査請求

公安委員会 30.12.25 31.4.4 ― ― ―

―

広域緊急援助隊員に支給し
た給与総額が分かる文書の
非開示決定処分に対する審
査請求

公安委員会 31.1.3 1.5.9 ― ― ―

―

援助の要求に対して派遣さ
れた警察職員の給与等に関
する文書の非開示決定処分
に対する審査請求

知事 31.1.13 ― ― 31.3.1 却下

 
（令和元年１１月１日現在） 
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３ 福岡県情報公開審査会  

  情報公開審査会は、実施機関からの諮問事項の調査、答申、建議等を行うため、条例第２

４条の規定に基づき知事の附属機関として設置されています。 

(1) 福岡県情報公開審査会の開催状況 

平成３０年度の審査会の開催状況は、次のとおりです（表８）。 

 
 表８ 審査会の開催状況 

開 催 期 日 主  な  審  議  内  容 

第16期：第12回審査会 

平成30年 4月23日 
・審査請求について 

第13回審査会 

平成30年 5月28日 
・審査請求について 

第14回審査会 

平成30年 6月25日 
・審査請求について 

第15回審査会 

平成30年 7月23日 
・審査請求について 

第16回審査会 

平成30年 8月27日 
・審査請求について 

第17期：第 1回審査会 

平成30年 9月25日 

・会長の選任 

・会長職務代理者の指名 

・審査会開催日程の決定 

・起草委員及び会議録署名委員の順番の決定 

・審査請求について 

第 2回審査会 

平成30年10月22日 
・審査請求について 

第 3回審査会 

平成30年11月26日 
・審査請求について 

第 4回審査会 

平成30年12月25日 
・審査請求について 

第 5回審査会 

平成31年 1月28日 
・審査請求について 

第 6回審査会 

平成31年 2月25日 
・審査請求について 

第 7回審査会 

平成31年 3月25日 
・審査請求について 
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(2) 福岡県情報公開審査会委員 

福岡県情報公開審査会の委員（第１７期）は、次のとおりです（表９）。 

 

表９ 福岡県情報公開審査会委員名簿（五十音順、現職名は平成３１年４月１日現在） 

氏  名 現  職  名 役 職 名 任  期 

相澤 直子 

 

久留米大学法学部准教授 

 

 

平成３０年９月１日 

～ 

令和２年８月３１日 

 

坂井 猛 
九州大学大学院人間環境学

府・工学部建築学科教授 
 

谷口 美香 

 

公認会計士 

 

 

馬場 明子 
元㈱テレビ西日本編成局編成

部専任部長 
 

三浦 邦俊 

元㈱テレビ西日本編成 

弁護士 

弁護士 

会長職務 

代 理 者 

柳井 圭子 
日本赤十字九州国際看護大学

教授 
 

吉村 敏幸 

 

弁護士 

 

会 長 
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４ 出資法人の情報公開の状況  

条例第３７条第１項の規定により実施機関が定める出資法人が行う情報公開の状況は、

次のとおりです（表１０）。 

なお、平成３０年度は、出資法人が行った開示決定等に対する審査請求はありませんで

した。 

 

 表１０ 出資法人が保有する文書の開示申出の状況 

開示申出 

の 件 数 

決 定 の 状 況 

取下げ 
開示 部分開示 非開示 

 
却 下 

不存在 

２ ２ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

５ 指定管理者の情報公開の状況  

条例第３７条の２第１項の規定により県が設置した公の施設の管理を行う指定管理者

（実施機関が定める出資法人である者を除く。）が行う情報公開制度に基づく開示申出は

ありませんでした。 
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６ 県民情報センター及び地区県民情報コーナーの状況  

(1) 配架資料  

県民情報センターと地区県民情報コーナーでは、行政資料を配架し、閲

覧、複写、貸出し等のサービスを提供しています（表１１、図４）。 

  

 表１１ 配架資料の件数（平成31年 3月 31日現在） 

名   称  
県民情報 

センター 

地 区 県 民 情 報 コ ー ナ ー              
合 計 

北九州 筑 後 筑 豊 京 築 小 計 

件  数 3,024 1,262 1,263 1,263 1,263 5,051 8,075 

 

  図４ 配架資料の分野別構成比  

 

 注  「その他」は、自然・土地・人口、余暇・スポーツ、運輸・通信、エネル

ギー・資源、資料一般に関するものです。 

 

 

 

行政

(23.9%)

農林・水産

(10.6%)

総記

(6.8%)

健康・医療

(6.6%)
生活・文化

(6.4%)

福祉・人権

(5.6%)

教育

(5.5%)
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(2) 利用状況  

平成３０年度の県民情報センター及び地区県民情報コーナーの利用状

況は次のとおりです（表１２、図５）。 

  

  表１２ 利用状況（平成30年 4月 1日～平成31年 3月 31日） 

区    分  情報提供（人） 写しの交付（枚） 資料の貸出（冊） 

県民情報センター ９，８９２ ３１，７５７ ３１ 

地区県民情報コーナー 

北九州 ８３０ ４，８３０ ０ 

筑 後 ２，７５２ ７，９５５ ０ 

筑 豊 １，７９９ ７，７３９ ７ 

京 築 ２，３４９ １，５３４ ０ 

計 １７，６２２ ５３，８１５ ３８ 

 

 図５ 貸出状況の分野別構成比  

 

 注  平成３０年度は、総記、自然・土地・人口、行政、政治、経済、余暇・スポ

ーツ、環境保全、労働、運輸・通信、農林・水産、商工、建設、エネルギー資

源に関する資料の貸出は、ありませんでした。 
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(3) 行政資料の有償頒布制度  

情報提供の充実を図るため、県民の皆さんの要望の高い行政資料を有償

で頒布しており、「福岡県職員録（平成３０年度）」等２０種類の行政資

料を２，４８１部頒布しました（表１３）。 

 

表１３ 行政資料有償頒布状況 

行  政   資   料   名  
頒布  

価格  
頒布部数 編   集   課  

郷土のものがたり 500円  ３  総務部県民情報広報課 

郷土のものがたり  その２  700円  ３  総務部県民情報広報課 

福岡県職員倫理条例・規則の手引  150円  ２０７ 総務部人事課 

遠賀川水系の自然 

-自然観察ガイドシリーズ４ - 
100円  １  環境部自然環境課 

矢部川中流域の自然をみよう  

-里地・里山ふれあいガイドシリーズ４ - 
150円  １  環境部自然環境課 

北九州西部の自然を楽しもう  

-里地・里山ふれあいガイドシリーズ５ - 
100円  １   環境部自然環境課 

糸島の自然を訪ねよう 

-里地・里山ふれあいガイドシリーズ６ - 
100円  １   環境部自然環境課 

筑豊中南部の自然を訪ねよう  

-里地・里山ふれあいガイドシリーズ７ - 
100円  １   環境部自然環境課 

福岡県の希少野生生物 

-レッドデータブック２００１ - 
1,800円  ２  環境部自然環境課 

福岡県の賃金事情（平成２７年度）  300円  ２  
福祉労働部労働局 

労働政策課 

福岡県の賃金事情（平成２８年度） 350円  １  
福祉労働部労働局 

労働政策課 

福岡県の賃金事情（平成２９年度） 250円  ９  
福祉労働部労働局 

労働政策課 

福岡県の賃金事情（平成３０年度）  350円  ６６  
福祉労働部労働局 

労働政策課 

福岡県職員録（平成２５年度）  800円  １  総務部人事課 

福岡県職員録（平成２９年度） 950円  ３  総務部人事課 

福岡県職員録（平成３０年度）  900円  １，８８９ 総務部人事課 

教育便覧（平成２９年度）  300円  １１  教育庁総務部総務課 

教育便覧（平成３０年度）  300円  ８４  
教育庁教育総務部 

総務企画課 

若い教師のための教育実践の手引  

（平成２９年度版） 
600円  ７  

教育庁教育振興部 

義務教育課 

若い教師のための教育実践の手引  

（平成３０年度版） 
600円  １８８   

教育庁教育振興部 

義務教育課 

 

 

 


